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日程第　７　議案第２２号　専決処分の承認を求めることについて（上毛町税条例の一部を改正する条例）
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○　会　議　の　経　過　（初日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　開会　午前１０時００分

○議長（坪根秀介君）皆さん、おはようございます。定刻になりました。
　御起立をお願いします。一礼して御着席願います。礼。
　ただいまの出席議員は全員です。

　ただいまから平成２４年第２回上毛町議会定例会を開催します。

　これから、本日の会議を開きます。

　本日の議事日程は、お手元に運営資料を配付しておりますのでごらんください。

───────────────────────────────

○議長（坪根秀介君）日程第１、会議録署名議員の指名を行います。

　本定例会の会議録署名議員に、４番峯議員、５番三田議員を指名します。
───────────────────────────────

○議長（坪根秀介君）日程第２、会期の決定を議題とします。

　今期定例会の運営について議会運営委員会委員長に審議をお願いしたところ、６月８日に委員会を開催していただき、本定例会の会期を本日から２２日までの１１日間とする内容の答申をいただきました。

　お諮りします。今期定例会の会期は議会運営委員長の答申のとおり、本日から２２日までの１１日間といたしたいと思いますが、これに御異議ありませんか。

（「異議なし」という声あり）
○議長（坪根秀介君）異議なしと認めます。よって、本定例会の会期は本日から２２日までの１１日間とすることに決定しました。

───────────────────────────────

○議長（坪根秀介君）日程第３、諸般の報告を行います。

　今期定例会に提出された議案は、町長から同意１件、報告２件、承認２件、条例案３件、予算案２件、その他３件の計１３議案と、議員から提出された発議１件の合計１４議案であります。

　次に、本定例会の会期日程を申し上げます。お手元に配付の運営資料１ページをごらんください。
　本日の会議では議案を一括上程し、町長提出案件については提案理由の説明を受け、総括質疑を行います。ただし、同意第２号、報告第３号、報告第４号の２件の受理及び議案第２２号並びに議案第２３号の計５議案は、本日、受理・審議・採決を行い、残りの８議案は後でお諮りし、所管の常任委員会に審査を付託する予定です。

　また、議員から提出された発議１件については、提出者の趣旨説明を受け、質疑を行った後、所管の常任委員会に審査を付託したいと思います。

　ここで皆様にお願いいたしますが、本日、審議・採決を予定している５議案に対する質疑は、後の議案内容の説明に対する質疑にあわせて行っていただきますよう御協力をお願いいたします。

　６月１５、１６日に本会議を開催し、一般質問を行う予定ですが、１５日に一般質問が全部終了すれば１６日は休会とします。

　６月１８日を文教・厚生常任委員会、６月１９日を総務、産業・建設常任委員会の開催日にいたしたいと思います。

　６月２２日に本会議を開催し、各常任委員長から委員会付託案件の審査状況の報告を受け、討論・採決を行います。

　ただいま報告しました議会の運営事項については、議会運営委員会に諮問し、決定を受けておりますので報告いたします。

　地方自治法第１２１条の規定に基づき、町長並びに教育委員長に出席の要求をいたしましたところ、お手元に配付の名簿のとおり説明員の出席報告がありましたので、これを許可し、出席いただいております。

　これで、諸般の報告を終わります。

───────────────────────────────

○議長（坪根秀介君）これから議案の上程を行います。なお、議案の上程に際し、議案名の朗読は省略いたします。

　日程第４同意第２号、日程第５報告第３号、日程第６報告第４号、日程第７議案第２２号、日程第８議案第２３号、日程第９議案第２４号、日程第１０議案第２５号、日程第１１議案第２６号、日程第１２議案第２７号、日程第１３議案第２８号、日程第１４議案第２９号、日程第１５議案第３０号、日程第１６議案第３１号、以上１３件を一括上程します。

　提案理由の説明を求めます。
　町長。

○町長（鶴田忠良君）皆さん、おはようございます。それでは、提案理由を説明申し上げます。
　本日、ここに、平成２４年第２回上毛町議会定例会を招集いたしましたところ、議員各位には公私ともに御多用の中、万障お繰り合わせの上、御参集いただき、厚く御礼を申し上げます。
　さて、御案内のように、今日のわが国は政治経済ともになすべきすべがないのか、安心安全からは程遠く、国民の期待はもとより、極論すれば国の存立さえ案じられると申し上げても過言ではないというふうに考えます。このような不測の実情の中にあっては、地方自治体は当然のこととはいえ、みずからの行政事務の推進を最優先とし、万全を期して住民の信頼と負託にこたえなければならないと考えます。
　上毛町は、平成２４年度、２カ月を経過いたしましたが、諸般の事業、行事等おおむね遺漏なく推移し、懸念される事故事象等はなく、町民の御協力、御支援に深く感謝いたしますとともに、今後もなお一層誤りのない行財政を推進し、あわせて町発展のために努力を行う所存であります。議員各位におかれましても、よろしく御指導、御鞭撻を賜りますよう切にお願い申し上げます。

　では、これより提案理由の説明を申し上げます。今議会に提案提出しております案件は同意案件１件、報告案件２件、専決処分２件、条例案３件、補正予算２件、その他３件の計１３案件であります。順次説明をいたします。

　同意第２号、上毛町固定資産評価員の選任について。

　固定資産を適正に評価するための固定資産評価員として、税務課長、福本豊彦君を選任いたしたいと考えておりますのでよろしく御同意のほどをお願い申し上げます。

　報告第３号、平成２３事業年度上毛町土地開発公社の事業報告及び決算について。
　一昨年までは、日本経済は緩やかな景気回復を示しておりましたが、昨年の３月１１日に発生しました東日本大震災により、被災地を初め多くの国民、国内企業等に深刻な影響を与えたところでございます。
　町内に目を向けますと、現在建設中の東九州自動車道に伴い、町が要望しておりました上毛パーキングエリア・スマートインターチェンジが、このたび国土交通大臣より正式に設置の許可が下りたところであります。このスマートインターチェンジの設置により、上毛町の土地利用に関し、特に企業誘致の点において大いに活用貢献できるものと確信しているところであります。
　このような中、昨年から下唐原において工場建設等の準備を進めておりました高村工業株式会社が、ことし４月から稼働を開始し、町内からの従業員の雇用もあり、今後の町の発展に大きく寄与するものと期待されているところであります。今後も企業の動向等に十分注意し、県と連携を図りつつ情報収集に努め、誘致活動をさらに推進する所存であります。
　さて、２３年度の土地開発公社の事業内容につきましては、昨年度と同様、一般管理費のみの執行となった決算であります。先般６月１日の公社役員会におきまして御承認をいただきましたので、今回、議会に報告するものであります。

　報告第４号、しんよしとみ街づくり有限会社の平成２３事業年度の決算及び平成２４事業年度の事業計画についてでありますが、道の駅につきましては、近年、直売所の過当競争の影響を受け、売上高が下降傾向にありましたが、２３事業年度は２億２,０００万円の売り高で、最も高かった１４年度の３億２,５２０万円と比較いたしますと７０パーセント程度に落ち込んでおります。結果として、２３事業年度は５万５,９７９円の赤字決算でありました。２２事業年度の赤字額６５１万８,１２５円と比較いたしますと、２３事業年度の赤字額につきましては、大幅な改善がなされたと考えているところであります。
　出荷者に対して、さらに栽培講習会等により上毛町農林産物の出荷促進を図り、商品の質、量の充実を行いつつ、県内の道の駅との販売連携、各種イベント等を積極的に展開することで、集客数の増加を図り、収益の向上に努めてまいる所存であります。先般５月３１日のしんよしとみ街づくり有限会社通常総会におきまして御承認をいただきましたので、今回議会に報告するものであります。

　議案第２２号、専決処分の承認を求めることについて。
　上毛町税条例の一部を改正する条例でありますが、地方税法及び国有財産等所在市町村交付金法の一部を改正する法律等の公布に伴い、年金所得者の住民税の申告手続が簡素化され、また平成２４年度の評価がえによる土地の負担調整措置等の継続と住宅用地の措置特例の廃止が行われたことに伴いまして、本町の税条例の一部を改正する条例を３月３１日付で専決処分したものであります。

　議案第２３号、専決処分の承認を求めることについて。
　上毛町国民健康保険税条例の一部を改正する条例でありますが、議案第２２号と同様に地方税法及び国有財産等所在市町村交付金法の一部を改正する法律等の公布に伴い、町の健康保険税条例の附則に東日本震災に係る被災住居用財産の敷地に係る譲渡所得期限の延長の特例を追加したことによる条例の一部を改正する条例を３月３１日付で専決処分したものであります。

　議案第２４号、上毛町印鑑の登録及び証明に関する条例の一部を改正する条例について。議案第２５号、上毛町手数料条例の一部を改正する条例について及び議案第２６号、上毛町農業集落排水処理施設条例の一部を改正する条例についてでありますが、住民基本台帳法の一部を改正する法律等の公布により、外国人登録制度が廃止されたことに伴いまして、外国人住民も住民基本台帳制度の適用対象となることから、今回それぞれの関係条文を整備するために、それぞれの当該条例について改正を行うものであります。

　議案第２７号、平成２４年度上毛町一般会計補正予算（第１号）でありますが、今回の補正額は２,８４９万７,０００円で、歳入歳出予算総額は４４億６,６４９万７,０００円であります。
　歳入全般では、職員の人事異動等に伴う人件費の組み替えを行ったものが主なものであります。
　その他、主なものといたしましては、総務費で平成２４年度コミュニティー助成事業に１団体が採択されたことに伴い、助成金を計上いたしております。また、厚生労働省所管の実践型地域雇用創造事業に提案いたしました雇用拡大メニュー、人材育成メニュー、就職促進メニュー、雇用創出実践メニュー等のプロジェクト事業の採択が決定いたしましたが、補助対象が年度途中となりますことから、この事業を円滑に推進するために準備助成金を今回計上するものであります。
　民生費では、障害者自立支援法の改正に伴い、データシステムの改修が必要となりましたので、今回、事務事業委託料を計上することといたしました。

　農林水産費では、今後の町の農業の中心となる経営体、農地の集積、地域農業のあり方等を地域の皆さんと協議し、プランを作成するための経費と活力ある高収益型園芸産地育成事業による６次産業化推進のための農業用機械導入に対する補助金及び２３年度から準備を進めております農地基本台帳システムをより効果的に活用するために新たにオプションシステムの導入経費を計上するものであります。

　商工費では、上毛町商工会が２２年度から実施しております町内での個人消費拡大と町内業者の活性化の推進のためのプレミアム商品券発行に伴う支援補助の経費を計上いたしました。また、高村工業株式会社が下唐原において４月から稼働したことに伴いまして、上毛町企業誘致施設整備等補助金交付規程により、誘致企業用地取得奨励金を計上するものが主なものであります。

　消防費では、退職した消防団員の退職奨励金及び団員の消耗品経費を、また東九州自動車道建設工事に伴う防火水槽代替地の土地購入費を計上するものであります。

　教育費では、唐原小学校の駐車場として活用しております旧唐原保育所跡地の駐車場舗装工事費と西吉富コミュニティーセンター浄化槽点検において指摘されました浄化槽部品の取りかえ、修繕費を計上するものであります。

　今回の補正財源といたしましては、特定財源で国県支出金であります高収益型園芸産地育成事業等の補助金で３３０万円、その他財源として自治総合センターコミュニティー助成金等で７５５万７,０００円、一般財源として普通交付税より１,７６４万円を充当いたしております。
　議案第２８号、平成２４年度上毛町奨学資金特別会計補正予算（第１号）でありますが、今回の補正額は９０万円で、歳入歳出予算総額は９１７万７,０００円であります。今回１１名の奨学金申請があり、上毛町の将来を担う学生の学資助成のための貸付金に不足を生じることとなりましたので、今回追加をお願いするものであります。なお、今回の補正財源といたしましては繰越金を充当いたしております。

　議案第２９号、上毛町国土利用計画の策定についてでありますが、上毛町は恵まれた自然と豊かな農林資源があり、今回設置される上毛パーキングエリア・スマートインターチェンジや企業誘致、森林環境税等による森林整備、また要圃場整備率が９０％を超える農地整備により、東九州軸の中の交通産業の要衝に位置する上毛町の特性を踏まえつつ、本町の総合計画との整合性を図る、あるいは推進するために、本計画は国土利用計画法第８条の規定により、国土の利用に関する基本的事項を定めた国県の計画を基本といたしまして、本町において町土の利用に関する計画の策定を行ったもので、同法第８条第３項の規定により、議会の議決をお願いするものであります。

　議案第３０号、福岡県介護保険広域連合規約の変更について、及び議案第３１号、福岡県後期高齢者医療広域連合規約の変更についてでありますが、外国人登録制度の廃止に伴い、福岡県介護保険広域連合規約及び福岡県後期高齢者医療広域連合規約の変更を行うにあたり、地方自治法に基づき、議会の議決をお願いするものであります。

　以上、概略を御説明申し上げましたが、いずれも重要な案件でございますので、慎重に御審議をいただき、御承認、御可決下さいますようお願いを申し上げまして、提案理由の説明を終わらせていただきます。どうぞよろしくお願いを申し上げます。
○議長（坪根秀介君）提案理由の説明が終わりました。
　これから提案理由に対する総括質疑を行います。前にも述べましたが、本日審議する案件に対する質疑は、議案内容の説明の際に行っていただくよう御協力をお願いいたします。

　提案理由に対する総括質疑を行います。
　質疑はありませんか。安元議員。
○６番（安元慶彦君）ただいま町長のほうから説明がありましたけれども、補正予算の中で高村工業に対する用地取得のための奨励補助金が出ておりますが、今後、雇用に対してのこういった奨励補助金が見込まれるのかどうか。ちなみに、現在、本町出身の雇用者は何名になっているかを答弁願いたいと思います。

○議長（坪根秀介君）企画情報課長。

○企画情報課長（尾崎幸光君）雇用に対しては補助要綱がございまして、６カ月を経過しないと申請ができないというふうになっておりまして、６カ月後にまた予算をかけさせていただきたいと思っております。

　本町の在住の職員につきましては、ちょっと済みません、数を正確には覚えていませんが、七、八人だったと思っております。

○議長（坪根秀介君）安元議員、よろしいですか。

　ほかにございませんか。茂呂議員。

○８番（茂呂孝志君）雇用の問題を言われましたけれどが、その内訳ですよね。正社員とか非正規とかパートとかいろいろあると思うんですが、どのような雇用形態なのか。それから、今後この雇用はどのようにふえていくということが考えられるのか、その点と、何らかの形で企業が撤退するということもあり得ると思います。今こういうことで社会問題になっているところもありますけれども、そういう問題について、どのように対処しようと考えているのか。
　それから、環境問題、環境破壊問題、公害の問題、産廃の処理方法について、企業とこと細かく、話とか契約とか、そういうことで合意されていることがあったら説明を求めます。

○議長（坪根秀介君）企画情報課長。

○企画情報課長（尾崎幸光君）雇用の関係でございますが、高村工業さんの方針として正社員で雇うということで話は聞いております。
　今のところ、企業をいろいろお伺いしてお話を聞くなかで、撤退というようなお話は聞いておりません。
　それから環境については、上毛町と環境保全協定を結んで、産廃については法律にのっとって処理するということで協定を結ばさせていただいております。
○議長（坪根秀介君）茂呂議員。

○８番（茂呂孝志君）雇用の問題、今後、企業が中長期的な計画を持っておると思うんですが、それについて雇用の拡大が見込まれるのかどうか。それと撤退の問題ですが、そういう担保ということでは、答弁の中では何も結んでいないということですね。

○議長（坪根秀介君）企画情報課長。

○企画情報課長（尾崎幸光君）企業の撤退についてはそういう約束というようなことはしておりません。
　大変申しわけございません。先ほど私が７名か８名ということで申し上げておりましたが、現在１３名ということで、たしか一人おやめになった方がいらっしゃるというお話も聞いております。

　雇用の拡大につきましては、高村さんにお話を聞くとまだ需要が伸びてきておらず、二、三十％の稼働ではないかというふうにお伺いしておりまして、需要が伸びてくれば、もっと雇用していただけるんではないかと思っております。

○議長（坪根秀介君）茂呂議員よろしいですか。

　ほかにございませんか。安元議員。

○６番（安元慶彦君）課長、確認ですが、私には七、八名と言ったが、今１３名と言ったが、訂正するんですか。

○議長（坪根秀介君）企画情報課長。

○企画情報課長（尾崎幸光君）大変申しわけございませんでした。先ほど七、八名と言ったのは間違いで、２回応募をしておりまして、合計しますと１３名ということで、それから一人おやめになったというようなお話も聞いておりますので、１２名ではないかと思っております。

○議長（坪根秀介君）ほかにございませんか。

（「質疑なし」という声あり）

○議長（坪根秀介君）質疑なしと認め、町長の提案理由に対する質疑を終了します。

―――――――――――――――――――――――――――――――

○議長（坪根秀介君）日程第１７、発議第３号　少人数学級の推進、義務教育費国庫負担制度２分の１復元に係る意見書（案）を議題とします。

　提出者に趣旨説明を求めます。
　三田議員。

○５番（三田敏和君）それでは提案理由を説明いたします。少人数学級の推進、義務教育費国庫負担制度の２分の１復元に係る意見書（案）について説明をいたします。

　３５人学級について、昨年、義務教育標準法が改正され、小学校１年生の基礎定数化は図られたものの、今年度、小学校２年生については加配措置にとどまっています。日本はＯＥＣＤ諸国に比べ１学級当たりの児童生徒数や教員一人当たりの児童生徒数が多くなっています。一人一人の子供に丁寧な対応を行うためには１クラスの学級規模を引き下げる必要があります。文部科学省が実施した今年度の学級編成及び教職員定数に関する国民からの意見募集では、約６割が小中高の望ましい学級規模として２６人から３０人を上げています。このように保護者も３０人以下学級を望んでいることは明らかです。社会状況の変化により、学校では一人一人の子供に対するきめ細やかな対応が必要となっています。また、新しい学習指導要領が本格的に始まり、授業時数や指導内容が増加しています。日本語指導などの特別な支援を必要とする子供たちの増加や障害のある児童生徒の対応等が課題となっています。不登校、いじめ等、生徒指導の課題も深刻化しています。こうしたことから、学級規模縮減以外のさまざまな定数改善も必要です。
　子供たちが全国どこに住んでいても機会均等に一定水準の教育を受けられることが憲法上の要請です。しかし、教育差についてＧＤＰに占める教育費の割合はＯＥＣＤ加盟国の中で日本は最下位となっています。
　また、三位一体改革により義務教育費国庫負担制度の国負担割合は２分の１から３分の１に引き下げられ、自治体財政を圧迫するとともに非正規雇用者の増大などに見られるように教育条件格差も生じています。将来を担う、社会の基盤づくりにつながる子供たちへの教育は極めて重要です。未来からの先行投資として子供や若者の学びを切れ目なく支援し、人材育成創出から雇用、就業の拡大につなげる必要があります。
　こうした観点から政府予算編成におきまして、下記事項が実現するように地方自治法第９９条の規定に基づき意見書を提出します。

　１、少人数学級を推進すること。具体的学級規模はＯＥＣＤ諸国並みの豊かな教育環境を整備するため、３０人以下の学級にすること。

　２、教育の機会均等と水準の維持向上を図るため、義務教育費国庫負担制度の国負担割合を２分の１に復元すること。

　以上であります。議員の皆さまの（　　　）的なる御支援をよろしくお願いをいたします。
○議長（坪根秀介君）三田議員の趣旨説明が終わりました。

　趣旨説明に対する質疑を行います。

　質疑はありませんか。亀頭議員。

○１０番（亀頭寿太郎君）上毛町の財政の関係で２点ほどお尋ねいたします。
　今、日本の政治に携わっておる中でもって一番期待もされ、人気もある大阪の橋下市長は、この説とは逆の方法を、学級数も４０人学級にもっていけとか独特な理念を持った教育理論を発しているような感じがするんですがね。
　福岡県の総予算の２５％を占めているのが教育費なんですね。その大多数が小中の教職員の給料の負担というような。福岡県の土木費の３倍もあります。そして、公債費が２１％。福岡県では教育費が一番多い。それは小中学校の教職員の月給負担と言われておりますね。そうした観点から、本町の交付金の査定に学級数が、こうしてすれば響いていくと、うちには適応するかどうかわかりませんけれども。そうすると、交付金の査定がどのように変更していくのか、関係ないのか。

　それから３分の１に引き下げられた、これを２分の１にもっていくと、昨年度の予算の中で実質的な上毛町の予算はどのぐらい減額されるのか、その２点をお尋ねします。
○議長（坪根秀介君）三田議員。
○５番（三田敏和君）わかる範囲で。まず人数を下げるということになるんですが、今、上毛町はある意味、規模的には３０人以下学級になっておりますので、町としての数的変更はないと私は考えております。
　３分の１から２分の１へということにつきましては、ちょっと申しわけない、金額はちょっと把握しておりません。
○議長（坪根秀介君）ほかにございませんか。

（「質疑なし」という声あり）

○議長（坪根秀介君）質疑なしと認め、三田議員の趣旨説明に対する質疑を終了します。

―――――――――――――――――――――――――――――――
○議長（坪根秀介君）これから、本日採決する議案の上程を行います。

　日程第４、同意第２号　上毛町固定資産評価員の選任についてを議題とします。

　議案内容の説明を求めます。
　総務課長。

○総務課長（川口　彰君）同意第２号につきましては、朗読によりまして説明にかえさせていただきます。

　同意第２号、上毛町固定資産評価員の選任について。上毛町固定資産評価員に次のものを選任する。平成２４年６月１２日提出。上毛町長、鶴田忠良。
　氏名、福本豊彦。生年月日、昭和３３年１月４日生まれ。住所、中津市大字相原３６７２番地の２。
　理由といたしましては、今回の人事異動によりまして上毛町固定資産評価員として選任することについて地方税法第４０４条第２項の規定により議会の同意を求めるものでございます。
　以上でございます。

○議長（坪根秀介君）説明が終わりました。
　これから質疑を行います。
　質疑はありませんか。
（「質疑なし」という声あり）

○議長（坪根秀介君）質疑なしと認め、質疑を終了します。

　これから討論を行います。
　反対討論ありませんか。

（「反対討論なし」という声あり）
○議長（坪根秀介君）賛成討論ありませんか。

（「賛成討論なし」という声あり）

○議長（坪根秀介君）これで討論終わります。
　これから本案を採決します。

　本案を原案のとおり同意することに賛成議員の起立を求めます。

（全員起立）
○議長（坪根秀介君）全会一致。よって、同意第２号、上毛町固定資産評価員の選任については、原案のとおり同意することに決しました。

―――――――――――――――――――――――――――――――

○議長（坪根秀介君）日程第５、報告第３号　平成２３事業年度上毛町土地開発公社の事業報告及び決算についてを議題とします。

　議案内容の説明を求めます。
　企画情報課長。

○企画情報課長（尾崎幸光君）報告第３号について御説明をいたします。
　報告第３号、平成２３事業年度上毛町土地開発公社の事業報告及び決算について。
　平成２３事業年度上毛町土地開発公社の事業報告及び決算について、地方自治法第２４３条の３第２項の規定により別紙のとおり報告する。平成２４年６月１２日提出、上毛町長、鶴田忠良。
　ということで、次のページをお願いいたします。平成２３事業年度の事業報告及び決算報告書となっております。次の１ページをお願いいたします。事業の概要でございます。朗読により説明をさせていただきます。日本経済は、リーマンショック後の大幅な景気悪化を経てデフレや厳しい財政状況といった重荷を背負ったまま、緩やかに持ち直しつつあったが、東日本大震災及び原子力災害並びにヨーロッパを震源とした世界的な経済危機等に直面している。
　一方、日本国内に目を向けると、環境に配慮した製品の需要が伸びてきており、特にエコカーについては北部九州における自動車１５０万台生産拠点構想により集積が図られた。自動車関連企業及び町内企業に好影響を与えると考えられている。そのためもあって下唐原適地には高村工業株式会社が進出し、町の発展に大きく寄与するものと期待されているが、その反面、企業の要望に即座に対応できる工業用地が枯渇してしまい、工場用地拡大や新規企業による用地購入等については進展がないまま、本事業年度は推移したところでございます。
　続きまして、理事会の議決事項でございますが、第１回を５月３０日に開催いたしまして、平成２３事業年度上毛町土地開発公社の事業報告及び決算報告について、それから第２回目を２月２８日に平成２４事業年度の事業計画及び会計予算についての審議を行い、議決をいただいておるところでございます。

　２ページをお願いいたします。２ページ、３ページは役員名簿及び登記事項、役員の交代でございますが、役員の任期につきましては平成２２年１２月２７日から２４年１２月２６日までとなっておりまして、平成２３事業年度におきましては、ほかの事項についての変更はございませんでした。

　続きまして４ページをお願いいたします。収入支出決算でございますが、２３事業年度におきましては、先ほど町長の説明でもございましたが、事業は全く行っておりませんで、経常経費のみの支出となっております。収入の部では、基本財産の果実と預金利子で収入済み額といたしまして１,５００円と８４円の合計１,５８４円となっております。支出の部につきましても経常的な経費のみの支出でございまして、役員の費用弁償、旅費、それから公租公課等の支出で、合計が１３万８,４６０円となっております。

　６ページが財務諸表の貸借対照表でございます。資産の部の合計が、現金、預金が５３６万６,５２９円で、負債の部はゼロでございます。資本の部が基本財産として５００万円、それから準備金として前期繰越準備金が５０万３,４０５円ございましたものが、当期が１３万６,８７６円減りまして３６万６,５２９円となっております。

　次のページをお願いいたします。損益計算書でございますが、先ほど申し上げました歳出の１３万８,４６０円と歳入の１,５８４円の差し引きでマイナスの１３万６,８７６円となっております。

　続きまして、８ページが現金の流れを示しておりますキャッシュフロー計算書、それから９ページが平成２３事業年度の余剰金を示したもので３６万６,５２９円を次期繰越準備金として処分したものでございます。

　１０ページをお願いいたします。１０ページが財産目録でございまして、現金、預金で３６万６,５２９円、定期預金で５００万円ということで、それぞれ福岡銀行、ＪＡ福岡豊築のほうに預金をしております。

　１１ページ以降につきましては附属明細書ということで、先ほど説明した内容を記載しておりますので省かせていただきます。
　最後の１６ページに監査意見書を添付しておりますので御参照いただきたいと思います。

　以上で説明を終わらせていただきます。

○議長（坪根秀介君）説明が終わりました。

　これから質疑を行います。
　質疑ありませんか。茂呂議員。

○８番（茂呂孝志君）今後の企業誘致のことについてお尋ねします。候補地を考えているのであれば、候補地とその面積について、それから今後の企業誘致の見通しについてお伺いいたします。

○議長（坪根秀介君）企画情報課長。

○企画情報課長（尾崎幸光君）候補地につきましては、前回の議会の中でも少しお話をした部分があると思いますが、まだ今、検討中でございまして、面積がどのくらいというようなところまではいっておりません。
　それから、企業誘致の関係でございますが、いろいろお話を聞いておるんですが、なかなか企業さんが来ていただけるというような状況には今のところございません。

○議長（坪根秀介君）ほかに。宮崎議員。

○３番（宮崎昌宗君）収入支出を見てますと、今この現状で、現金、預金が３６万６０００円で支出が１３万ぐらいでしょう。あと３年ぐらいで現金貯金が消滅すると思いますけど、そうなったとき、これはまた町から予算をつけて、これの運営費を出すということになっているんですかね。
○議長（坪根秀介君）企画情報課長。

○企画情報課長（尾崎幸光君）公社を存続するということになりますと、そういう形になろうかと思いますが、定期預金５００万という出資金がございますので、事業をしなければ、それを崩していくような形になっていくんではないかなと思っています。

○議長（坪根秀介君）ほかにございませんか。
（「質疑なし」という声あり）

○議長（坪根秀介君）質疑なしと認め、質疑を終了します。

　以上で本件の報告を終わります。

―――――――――――――――――――――――――――――――

○議長（坪根秀介君）日程第６、報告第４号　しんよしとみ街づくり有限会社の平成２３事業年度の決算及び平成２４事業年度の事業計画についてを議題とします。
　議案内容の説明を求めます。

　企画情報課長。

○企画情報課長（尾崎幸光君）それでは報告第４号について御説明をします。

　報告第４号、しんよしとみ街づくり有限会社の平成２３事業年度の決算及び平成２４事業年度の事業計画について。
　しんよしとみ街づくり有限会社の平成２３事業年度の決算及び平成２４事業年度の事業計画について、地方自治法第２４３条の３第２項の規定により、別紙のとおり報告する。平成２４年６月１２日提出、上毛町長、鶴田忠良。
　次の５ページをお願いいたします。平成２３事業年度の事業報告及び決算報告でございます。もう１枚めくっていただきますと平成２３年度の事業報告でございます。
　事業報告につきましては年々売上げが減少している状況で、ここ３年間は赤字決算となっております。平成２３年度におきましても売り上げを伸ばすことができず、赤字を脱却することはできませんでした。決算といたしましては、５５,９７９円の赤字決算となったところでございます。昨年度の事業計画の中で販売手数料の引き上げ、人件費の削減を掲げて実施してまいりましたが、出荷者との調整で手数料の引き上げが８月からの実施となり、また手数料の値上げの影響がございまして、農産物の入荷が減少したことにより、駅のほうが考えておりました増収とはなっておりませんでした。
　また、東日本大震災の影響で民間企業の休日が変更となり、週末の売上が大幅に減少をしております。ようやく１２月ごろより客足も戻りまして、前年対比１０５％の売り上げとなったところでございます。事業報告については以上でございまして、続きまして２ページ事項別状況、会員状況それから会議の状況を記載しております。

　続きまして、決算報告書でございます。４ページをお願いいたします。貸借対照表の資産の部でございます。流動資産が２,５７２万３０２円で、これにつきましては現金、預金、仮払い金、未収入金の内訳を示しております。それから固定資産が８９２万９,９３６円。それから繰り延べ資産として５５万円ということで、資産合計が３,５２０万２３８円となっております。右の欄の負債の部でございますが、買掛金、未払い費用、生産者未払い金等の負債合計が１,２４０万９,５７５円となっておりまして、純資産の部では、資本金が２,０５０万円と利益余剰金として２２９万６６３円を合計したもので、純資産合計２,２７９万６６３円となっております。負債と純資産の合計と資産合計が同じでありまして３,５２０万２３８円となっております。

　５ページをお願いいたします。損益計算書でございまして、売り上げが一番右のほうにございますが、１億３４６万９,９６２円ということで前年対比２２.１％の増加を見ております。これにつきましては品薄となりました農産物を広域的に仕入れたことによることと手数料の引き上げを行ったものによる増加でございます。それから売上総利益金額が５,５２０万３,７４４円ということで１８.７％の増加ということになっておりますが、これも先ほど御説明した内容によるものでございます。それから、販売費及び一般元利費につきましては５,５２７万１,８９９円ということで５.１％の経費の削減を行っております。したがいまして、営業外収益等を差し引きいたしますと、一番下にございますように当期純損益金額が５万５,９７９円ということで、今期の損失額となっております。

　６ページをお願いいたします。６ページのほうが販売費及び一般管理費の内訳でございます。
　それから７ページが現金の流れを示したフロー計算書でございます。

　８ページのほうが株式資本等変動計算書となっておりまして、９ページのほうに監査報告書を添付しておりますのでごらんいただきたいと思います。

　続きまして、平成２４事業年度の計画及び予算書についてでございます。

　１ページをお願いいたします。平成２４年度の事業計画でございまして、基本方針といたしまして、町内農産物集荷の増加を図り、不足するものについては広域的な仕入れを行い、数量の確保を図ります。また、バス会社への訪問営業、ファクス、ダイレクトメールによる定期的な宣伝を行い、団体客の獲得を中心に行います。販売面に関しましては、福岡県内の道の駅と連携し、県内各地の道の駅の特産品を仕入れ、販売を行います。販売以外では、道の駅としての地域連携機能を高めるべく、買い物代行サービスや集荷サービスを実施します。
　新体制のもと、お客様確保のため以下の事業を積極的に推進しますということで、その下のほうの販売促進事業では、特に新規出荷者の確保と不足する農産物の仕入れ確保、それからイベント事業では、上毛町内で買い物に行くことに苦労をしている方々に対しての買い物代行サービス、それから店頭での試食販売強化、農産物収穫体験を行っていきたいというふうに考えております。環境事業では１０号線沿いの看板の増設、施設内及び周辺施設の美化運動を積極的に行ってまいりたいというふうに考えております。その他の事業ということで、項目の事業を行い、利用者の増加による売上額の増加、赤字の解消を行っていくということで来年の計画を立てております。

　続きまして２ページをお願いいたします。２ページが平成２４年度の収支予算書でございます。収支予算書につきましては、前年対比で収入支出ともに８００万円、約１３％増の予算を立てております。その主なものにつきましては、売上総収入の中で商品売り上げの仕入れ販売ということで１,４００万を計上させていただいておりますが、これは前年度になかった項目でございまして、次のページの歳出のほうにも仕入れ費の商品仕入れということで１,１５０万を計上しております。この仕入れ農産物がふえてきておるということで、その金額を今年度から計上させていただいておるところでございます。そのほかにつきましては実績をもとに予算立てを行っておりまして、次のページからですが、以下決算資料をつけておりますので御参照をいただきたいと思います。

　最後に、しんよしとみ街づくり有限会社の平成２３事業年度の決算及び平成２４事業年度の事業計画につきましては、５月３１日の社員総会において議決をいただいておるところでございます。

　以上で説明終わります。

○議長（坪根秀介君）説明が終わりました。
　これから質疑を行います。
　質疑ありませんか。宮本議員。

○１番（宮本理一郎君）お尋ねします。道の駅しんよしとみの登録会員が２３９名となってございますが、これはあくまで登録でしょうか。実動と言いますか、可動、実際に出品をなさっている方の人数でしょうか。

○議長（坪根秀介君）企画情報課長。

○企画情報課長（尾崎幸光君）２３９名については登録会員だと思います。すべての方が１年間に１回は出しているかどうかというのは、ちょっと私のほうでは確認しておりませんが、今、農産物の出荷については減少しているところでございます。

○議長（坪根秀介君）宮本議員。

○１番（宮本理一郎君）商品構成の不十分さ、品薄さというものは売り上げに直接響いてくるわけですから、この辺は登録のメンバーは実動、可動するような形でぜひとも推進していただきたいと思います。

　次に６ページの販売費と一般管理費の中で、目につくのは人件費あるいは外注委託費なんですが、まず人件費は人員の増減、ここ１年間の増減はどういうふうになっているかという問題と、この外注委託費は恐らくこれは外注ですから、各地の名物とか産物とか有名アイテム商品だと思いますけれども、全体の構成比、この外注委託費が上がると非常に回転率が落ちるということで、日販品の売れ行きを鈍らせると同時にデッドストックという商品が非常に多く外注の中に出てくると思いますから、その辺の状況はいかがでございましょうか。

○議長（坪根秀介君）企画情報課長。

○企画情報課長（尾崎幸光君）人件費につきましては、６ページの１番上の給与手当の部分でございますが、前年度から１１３万４,０００円ぐらいふえております。これの内容につきましては、Ｂ級グルメそれからアンテナショップの人件費を計上していることによりふえているものでございまして、２３年度の計画のときに人件費の削減ということで御説明をいたしましたが、その部分については１６０万ほどの人件費の削減を行っておるところでございます。
　それから外注委託費でございますが、内容的には２４年度事業計画の３ページにちょっと書かせていただいているんですが、内容的には去年の部分も変わっておりませんので、これで御説明させていただきますが、外注委託費につきましては、浄化槽の管理、それから警備保障、ごみ処理代、それから清掃その他ということで外注委託を行っておるところでございます。この金額が少し多いというふうなことでございますが、今回、浄化槽のスクリーンの取りかえを行ったということでちょっと金額が去年よりも伸びております。

○議長（坪根秀介君）宮本議員、３回目です。

○１番（宮本理一郎君）この水道光熱費ですけれども、これは昨今節電が叫ばれてございますが、具体的にはそういう節電対策等はとっておりますか。

○議長（坪根秀介君）企画情報課長。

○企画情報課長（尾崎幸光君）水道光熱費につきましては、昨年と比べると４１万７,０００円ぐらいの減額となっておりまして、節電の部分については冷蔵庫、電気等々がございますので、結構電気代がかかっているんではないかなと思っております。
　節電という部分で申しますと、駅のほうがこれということでやっているということは聞いておりません。

○議長（坪根秀介君）企画情報課長。
○企画情報課長（尾崎幸光君）事務室のエアコンは暑くなければなるべく切っているということで、それの金額がどうなるかというのはわかりませんが、意識としては節電をしているということでございます。

○議長（坪根秀介君）ほかにございませんか。茂呂議員。

○８番（茂呂孝志君）平成２１年に改修工事を行って売り場面積を膨らませています。そのときは地元農産物の確保ということでやられていますけれども、きょうの報告を聞いて、地元農産物が思ったよりも入荷していないというような説明でありました。こういう売り場面積を拡大したことによって、今これがどのような形で生かされているのかお尋ねします。

　それから損益決算書を見ると、商品売り上げがふえているようですが、昨年に比べると生産者手数料の収入が少なくなっているようですが、これについてお尋ねいたします。

　それから、町長、選挙の公約の中で、いろいろと農産物のブランド化の支援、農家の育成をしていき、こういう直売所を利用して販売を拡大していくということでありますが、そういう公約がこれにどのように生かされてきたのか、その点についての御説明をお願いいたします。

○議長（坪根秀介君）企画情報課長。

○企画情報課長（尾崎幸光君）農産物の収集でございますが、先ほどもちょっと御説明をいたしましたが、町内の農産物については減少気味でございます。前々から言っております高齢化による生産者の集荷のほうが少なくなっているというのが現状でございます。それをどうにかするためには、大体、道の駅のほうは旧新吉地区の方が多く出されているのですが、新規に大平地区のほうにも出荷者の新規獲得をしていきたいというのが道の駅の今の考えでございます。

　それから売り場面積がふえているがということでございますが、直売所と上毛館の間を広げたもので、手狭だった部分が広く使えるようになったというふうに考えております。先ほど言いましたように、生産者の手数料が減っているということで、これは手数料は上げたんですが、出荷者が少ないということで手数料が減っているという状況でございます。

○議長（坪根秀介君）町長。

○町長（鶴田忠良君）特産物等の本町の農産物の出荷でありますけれども、具体的に申し上げますと、川底カキのレシピ化に基づきまして、その研修あるいは販売に力を入れるということが一番大きな２３年度の事業であったと思っておりますし、Ｂ級グルメつまりハンバーガーの道の駅での販売に促進を図ったと、あるいは、ごぼう茶の販売につきまして側面的に支援をしたと、具体的に言えば、その三つの商品について我々は取り組みを強化したということは言えると思うんですけれども、全体的に言えばまだまだそれぞれの地域あるいは個別の方々がいろんな意味でノウハウを持っているわけでございますので、そういうのを発掘しながら、さらなる農業の進展を図ってまいりたいとそういうふうに思っています。

○議長（坪根秀介君）茂呂議員。

○８番（茂呂孝志君）昨年は、上毛ハンバーガー、米粉パンとかこういうものを特産品として開発したいということが説明されていますが、今回はそれがなくなっているようで、紅茶とか、ごぼう茶ですかね、こういう方向に行っているようですが、やっぱりどういうものを商品化してブランド化していくかということになると、かなりの調査研究それから粘り強い販路拡張そういうものをしていかないと、なかなか容易ではないと思うんですよ。そういう意味で、十分に吟味して商品を特定しているのかどうか。それをするために町長が職員のＰＲ活動をやらしていくということも公約に書かれていますが、そういったＰＲ活動がどの程度徹底したのか、職員だけではなくてマスコミも通じたＰＲ活動も必要だと思いますが、そういう点について昨年の反省点とかを踏まえて、今年度にどう臨もうとしているのかお尋ねいたします。
○議長（坪根秀介君）町長。

○町長（鶴田忠良君）端的に申し上げましてですね、大変それは困難であったというふうに思います。一口に言いますと、これだけ、例えば農水省の施策の変換といいますか、あるいは厚労省の、本町でいいますと、健康福祉課に対するいろんな事務事業の複雑化等を考えますと、職員の配分というものは非常にそういう意味で難しかったということが言えると思うんで、今後ますますそういう傾向になるだろうと思っておりますし、私どもは行政改革という意味で職員数を減らすということを念願の方針の一つに掲げておったわけでありますけれども、今後考えますとそれもなかなか困難になるだろうと。とりわけ高齢化が進んでまいりますとですね、職員もその部分で補っていかなければならないような行政運営を強いられるだろうと思っておりますので、今、御質問がありました職員をセールスマン的な活動に配置するということよりも、町自体のそういう過疎化あるいは高齢化に対する職員の配置の方を優先するというふうに私は考えておるわけで、そういう意味では、公約違反ということがあるかわかりませんけれども、まず町民の生活環境を優先するということで舵をきったと。きったとはおかしいんですけれども、職員配置を考えたということでありますので、それは、今後は当該の所管する部分で、頭を使いあるいは汗をかいて、そういう部分で努力していく以外に職員を特別配置するということは困難であるということを申し上げておきたいと思います。

○議長（坪根秀介君）茂呂議員。三回目です。

○８番（茂呂孝志君）地元の農産物が少ないということで総売り上げを見ても町内のほうが減って町外がふえてます。それでやっぱり町長の公約の一つでもありますが、小規模農家の支援というのがありますよね。以前合併する前、新吉富もそうだったと思いますが、大平も資材に対して支援していた時期が、補助をしていた時期もあると思いますが、こういうことも考えて、やる気のある農家に対してそういう支援をしていく考えがないのかどうかお尋ねいたします。

○議長（坪根秀介君）町長。

○町長（鶴田忠良君）先ほど言いましたけれども、私どもが所管する課が、主として個人的な部分で誰をいつ、どこで、どういうふうに支援するのかというのはやっぱり確認していかなきゃいかんだろうと思うんですね。やみくもに、手を挙げたから、はい、そうですかというわけにはまいらんということでありますので、やっぱり効率とかあるいは効果とか成果とかそういうことを問われるわけでございますので、そういう意味では支援するという気持ちは軽くではございません。当然のことながら支援すべきであると思うわけでありますけれども、それについては、やはり、ある意味では精査して支援するということをやらないと、町民の皆さま方に対する私どもが付託にこたえるということから言いますと、そう簡単ではないというふうに思っております。

　いずれにしましても、小規模の農業者の皆さんでありましても、御努力をいただいておる方々、真に汗をかいておられる方々に対する支援というのは、当然のことながらやるべきだろうというふうに思っております。

○議長（坪根秀介君）ほかに。大山議員。

○１１番（大山　晃君）先ほど課長の説明で出荷者等が量が少ないということでございますが、上毛町には２カ所ビニールハウス、農業用のハウスがあると思うんですが、これについては全棟生産されているかどうかということをお尋ねします。
○議長（坪根秀介君）産業振興課長。

○産業振興課長（永野英憲君）リースハウスの件だと思いますが、八ツ並と土佐井のほうにあります。全棟埋まっておりません。今、それにつきましても農協のほうと今後の運営等につきましては今から協議をしていくというふうにしております。
○議長（坪根秀介君）大山議員。

○１１番（大山　晃君）今、埋まってないという答弁でございますけれども、これは本当にやっぱり町あげて、ハウスだから時期を問わずつくろうと思えばできるわけですから、そういうふうなアピールをして全棟埋まるようにすることが大事じゃないかと思うんです。生産性を上げていただいて、道の駅、さわやか市等に出荷をいただくということを基本においていただいて、指導、普及所や農協とタイアップして十分な対応をしていただきたいと思います。
○議長（坪根秀介君）答弁は。産業振興課長。

○産業振興課長（永野英憲君）今後につきましては十分に検討させていただきたいと思います。

○議長（坪根秀介君）ほかに。宮崎議員。

○３番（宮崎昌宗君）本年度予算と前年度予算の対比したページを見ると、人件費の予算自体は２００万といっているんですけれども、詳細を見ると号給が倍にふえて、要するにパートの給料が半分減っているんですね。パートの時間が８５０万ということは、パートの方の、時給８００円と換算すると１万時間分なんですね。それを考えると、日数とかで割っていくと１日４人分のパートの給料が減っているんじゃないかなと思うんですね。そう考えると本年度の予算は現状に合わせて予算を組み替えてこうなったのかわかりませんけれども、そういう配置がかなり大きく変わったというふうに見えるんですが、そういうので大丈夫なんですか。

○議長（坪根秀介君）企画情報課長。

○企画情報課長（尾崎幸光君）パートの予算につきましては実績に基づいて予算を計上しておりますが、この２３年度予算につきましては、このパートの中にＢ級グルメ部分の賃金等が入っていた部分がありまして、その分が減額になっております。

○議長（坪根秀介君）ほかにございませんか。

（「質疑なし｣という声あり）

○議長（坪根秀介君）質疑なしと認め、質疑を終了します。

　以上で本件の報告を終わります。

―――――――――――――――――――――――――――――――

○議長（坪根秀介君）日程第７、議案第２２号　専決処分の承認を求めることについて（上毛町税条例の一部を改正する条例）を議題とします。

　議案内容の説明を求めます。
　税務課長。
○税務課長（福本豊彦君）それでは議案第２２号につきまして御説明申し上げます。

　専決処分の承認を求めることについて。上毛町税条例の一部を改正する条例について、地方自治法第１７９条第１項の規定により別紙のとおり専決したので、同条第３項の規定により、これを報告し、承認を求める。平成２４年６月１２日提出、上毛町長、鶴田忠良。
　理由といたしましては、地方税法及び国有資産等所在市町村交付金法の一部を改正する法律が平成２４年３月３１日に交付されたことに伴いまして、これに準じて本町の税条例の一部を改正する必要が生じたため専決処分をしたものでございます。
　次のページをお願いいたします。専決第１号。専決処分書。地方自治法第１７９条第１項の規定により、上毛町税条例の一部を改正する条例を別紙のとおり専決処分する。平成２４年３月３１日、上毛町長、鶴田忠良。

　次のページをお願いいたします。上毛町条例第４号、上毛町税条例の一部を改正する条例。上毛町税条例の一部を次のように改正するということで改正条文について記載をさせていただいておりますが、説明につきましては６ページに新旧対照表をおつけしておりますので、そちらで御説明をしたいと思います。

　まず、６ページでございますが、中段のほうで、左が現行、右が改正案ということで、今回、寡婦控除の額につきまして削除するということでございます。これは町長の提案理由の中でもございましたが、年金取得者に対しまして寡婦控除を受けようとする際に、事前に記載をすることとしたために今回条文から削除したものでございます。議会説明資料の１ページ目に税条例の改正の概要ということで資料をおつけしております。
　それで、年金取得者の申告手続の簡素化ということで、今説明を申し上げました内容のことを、簡単にフローチャートのほうで明記をさせていただいているところです。現行で行きますと、今までは事前の申告は扶養親族等の記載をするのみでございましたが、今回の改正で寡婦等の記載を義務づけるということで、これを行うことによりまして町民税の申告時に申告の必要がなくなるということの内容でございます。

　それから次に、済みませんが、新旧対照表に戻っていただきまして、７ページの改正案の中段に第１０条の２という項目がございますが、これにつきましては民間事業者がいろんな施設を設置する場合に、課税標準の特例措置が今まで国のほうで一律に定められておりましたが、その割合をそれぞれの自治体の判断で、条例の中で軽減措置を定めることができることになりましたので、今回追加で改正をさせていただくものでございます。

　次に８ページから１３ページにかけましては、今回の法改正に伴いまして条ずれ、また土地の負担調整特例措置の延長したことに伴います改正となっておりまして、その中で８ページ、９ページにつきましては、今申し上げました条ずれと、それから９ページにつきましては中段の２、１１条の２の２項で申し上げますと、左が現行でアンダーラインを引いているところで、２２年が２５年、その下の行で２３年が２６年ということで期間延長がなされたことによりまして、特例措置を２６年まで延長するという内容のものでございます。

　この中で具体的に住宅用地特例の関係でございますが、これにつきましては、１０ページで、一応従前まで住宅用地については１０分の８の特例措置がなされていたものが、今回の改正によりまして廃止するということで削除をしております。それから１１ページの４項につきましても、同じような理由で、特例措置を廃止することに伴います削除でございます。
　この特例措置というのは、住宅用地について２００平米以下だったら６分の１とかそれを超えた分については３分の１とか、住宅用地についてそういう特例措置が入っとったわけです。その中で標準税額、課税をする際に負担調整率の中で評価額の８０％を超える分については８割で据え置くということになっておりました。
　その措置を今回廃止いたしまして、議案の５ページの最後の表のように、２４年度、２５年度につきましては負担を軽減するということで、２年間につきましては８０％の頭打ちで課税がされていたものが９０％の頭打ちで課税されるということでございます。そして２６年度からは、この制度につきましても、すべて廃止されるという内容になっております。

　それから新旧対照表にまた戻っていただきたいと思いますが、１４ページからは新たに追加されたものでございまして、２１条の２の条文でございますが、これにつきましては一定の法人が幼稚園、図書館、博物館等を平成２０年１２月１日以前から設置している場合につきまして、一定の要件を満たせば課税措置の適用を受けることができるということを新たに追加されたことに伴いまして改正されたものでございます。

　それから次の１５ページから１７ページの追加条文でございますが、まず１５ページの第２２条の２につきましては、東日本大震災に伴いまして敷地と譲渡期限を延長特例といたしまして今回通常は現行が３年の譲渡期限がございましたが、それを特例措置として７年に延長する措置が講じられたことに伴います追加でございます。
　それから１７ページでございます。２３条の第２項が追加されております。これにつきましても震災に伴いまして住宅取得控除の適用期限の特例を新たに追加したものでございます。内容といたしましては、震災によって居住できなくなったりとかした家屋について住宅取得控除の適用を受けている分につきましては、引き続き控除の対象になりますということと、新たに震災により家を建てかえたりとかいう形の分で住宅資金を借り入れた場合につきましても、重複して控除が受けられる制度を追加したものでございます。

　議案第２２号につきましては以上でございます。

○議長（坪根秀介君）説明が終わりました。
　これから質疑を行います。
　質疑ありませんか。茂呂議員。
○８番（茂呂孝志君）この条例改正で上毛町内で宅地、農地、山林がそれぞれ増税となったり、減税となったりする地域を説明してください。それから９３年の評価価格を１００とした場合に、２０１０年が一番直近だと思いますが、２０１０年の地価公示価格の下落は何％になるのかお尋ねいたします。

○議長（坪根秀介君）税務課長。

○税務課長（福本豊彦君）評価額ということでよろしいかと思いますが、今回改正につきましては宅地に関する分でございまして、平成６年を１００とした場合、今年度で比較いたしますと大体、住宅用地、商業用地等で２０％前後は税額的には下がっております。地域によってばらつきがございますので一概には言えませんが、町の標準地で、例を言いますと新吉地区で２５％ほど下がっているところがございますし、旧大平地区で言いますと十二、三％下がったりとかいうこともございますので、先ほども申し上げましたが、地域によって、それから土地の形状等いろんな条件がございますので、一概にすべて２０％前後下がるということではございません。いずれにしても全体的な分でいきますと下がっている傾向にはございます。それから下落率ということでございますが、これにつきましても一応県の地価調査の関係でいきますと、９３年ということでおっしゃっておりましたが、私が調べたのが平成１５年から２３年の間でいきますと、大体１０％ぐらいは県の地価調査の結果を見ますと下落をしておるという状況でございます。

○議長（坪根秀介君）茂呂議員よろしいですか。ほかにございませんか。

（「質疑なし｣という声あり）

○議長（坪根秀介君）質疑なしと認め、質疑を終了します。

　これから討論を行います。
　反対討論ありませんか。茂呂議員。

○８番（茂呂孝志君）私は議案第２２号を反対の立場から討論いたします。地価の高騰は投機により高くなったものです。町内のほとんどの土地からは価値が生まれません。固定資産税の評価額は取引価格方式で算出するのではなく、収益方式ですべきであるということを申し上げまして、この議案に反対いたします。

○議長（坪根秀介君）賛成討論ありませんか。
（「賛成討論なし」という声あり）

○議長（坪根秀介君）ほかにございませんか。これで討論終わります。

　これから本案を採決します。
　本案を原案のとおり決することに賛成議員の起立を求めます。

（起立多数）
○議長（坪根秀介君）起立多数。よって、議案第２２号、専決処分の承認を求めることについて（上毛町税条例の一部を改正する条例）は、原案のとおり承認することに決しました。

―――――――――――――――――――――――――――――――

○議長（坪根秀介君）日程第８、議案第２３号　専決処分の承認を求めることについて（上毛町国民健康保険税条例の一部を改正する条例）を議題とします。

　議案内容の説明を求めます。
　税務課長。

○税務課長（福本豊彦君）それでは議案第２３号について御説明申し上げます。
　専決処分の承認を求めることについて（上毛町国民健康保険税条例の一部を改正する条例）について。地方自治法第１７９条第１項の規定により別紙のとおり専決処分をしたので同条第３項の規定によりこれを報告し、承認を求める。平成２４年６月１２日提出。上毛町長、鶴田忠良。

　理由といたしましては、先ほどの税条例の時にも申し上げましたが、今回、地方税法等の改正が平成２４年３月３１日に公布されましたことに伴いまして、これに準じて本町の国民健康保険税条例の一部を改正する必要が生じたため、専決処分をしたものでございます。

　次のページをお願いいたします。専決第２号。専決処分書。地方自治法第１７９条第１項の規定により上毛町国民健康保険税条例の一部を改正する条例を別紙のとおり専決処分する。平成２４年３月３１日。上毛町長、鶴田忠良。

　次のページをお願いいたします。上毛町条例第５号、上毛町国民健康保険税条例の一部を改正する条例。上毛町国民健康保険税条例の一部を次のように改正する。附則に次の１項を加えるということで、これにつきましても、先ほどの税条例の中でも申し上げましたが、震災に伴いまして被災住宅用財産の敷地に係る譲渡期限の延長特例が出されたことに伴いまして、新たに項を追加するものでございます。先ほど申し上げましたように、適用期限の現行３年が７年に延長されるという措置をするためのものでございます。

　簡単ですが、以上で説明終わります。
○議長（坪根秀介君）説明が終わりました。

　これから質疑を行います。質疑ありませんか。

（「質疑なし｣という声あり）

○議長（坪根秀介君）質疑なしと認め、質疑を終了します。

　これから討論を行います。
　反対討論ありませんか。
（「反対討論なし」という声あり）

○議長（坪根秀介君）賛成討論ありませんか。

（「賛成討論なし」という声あり）

○議長（坪根秀介君）これで討論終わります。

　これから本案を採決します。
　本案を原案のとおり決することに賛成議員の起立を求めます。

（全員起立）
○議長（坪根秀介君）全会一致。よって、議案第２３号、専決処分の承認を求めることについて(上毛町国民健康保険税条例の一部を改正する条例）は、原案のとおり承認することに決しました。

―――――――――――――――――――――――――――――――
○議長（坪根秀介君）これから議案の委員会付託を行います。
　６月８日、議会運営委員会の協議結果を得て、資料とし、配付しております。運営資料の４ページ、委員会付託表をごらんください。付託案の朗読に際しても議案名の朗読は省略します。

　議案第２６号、議案第２７号（所管分）及び議案第２９号の３件は総務、産業・建設常任委員会へ、議案第２４号、議案第２５号、議案第２７号（所管分）、議案第２８号、議案第３０号、議案第３１号、発議第３号の７件は文教・厚生常任委員会へそれぞれ付託いたしたいと思いますが、これに御異議ありませんか。

（「異議なし」という声あり）
○議長（坪根秀介君）異議なしと認めます。したがって、お手元に配付の委員会付託表のとおり、所管の常任委員会に付託することに決定しました。

―――――――――――――――――――――――――――――――

○議長（坪根秀介君）続いて、各常任委員会の開催日についてお諮りいたします。
　運営資料６ページ、委員会日程表をごらんください。
　各常任委員会の開催日は、議会運営委員会で決定いただいた日程のとおり決定したいと思いますが、これに御異議ありませんか。
（「異議なし」という声あり）
○議長（坪根秀介君）異議なしと認めます。
　したがって、常任委員会の開催日は、運営資料委員会日程表のとおり開催することに決定しました。

　以上で、本日の日程はすべて終了いたしました。

　本日はこれにて散会します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　散会　午前　１１時３１分

　　　平成２４年６月１２日
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